
 交 付 先 ： 都道府県、政令指定都市、中核市

 対象経費 ： 都道府県等が負担した以下①～③に関する経費 

 ①相談センターの運営費等

（ 人件費（支援員の処遇改善、事務職員の配置、コーディネーター等の配置、24時間対応への取組 等）、広報啓発、関係機関との連携強化、

法的支援、コールセンターとの連携に係る経費、先進的な取組に要する経費（SNS対応、外国語・手話対応 等）、

こども・若者・男性被害者への支援に要する経費、拠点となる病院を有する支援センターに対する取組加算 等）

 ②被害者の医療費等

（緊急避妊措置、検査費用（妊娠検査、性感染症検査、薬物検査）、カウンセリング費用

他県居住者の被害の支援に係る経費（急性期）、証拠採取キット等の購入に係る経費、人工妊娠中絶に要する経費 等）

 ③ＡＶ出演被害防止・救済に関する法的支援に要する経費

 交 付 率 ： 対象経費の1/2(「②被害者の医療費等」は1/3 、「③ＡＶ出演被害防止・救済に関する法的支援に要する経費」は全額)

 そ の 他 ： 他の国庫補助制度を適用可能な場合は、他制度優先(本制度の優先利用や他制度との二重交付は不可)

性犯罪・性暴力被害者支援のための交付金

目 的

○ 性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センターの運営の安定化及び被害者支援機能の強化のため、都道府県等によ

る支援センターの整備等に係る取組を支援し、被害者支援に係る取組の充実を図る。

予算スキーム

内閣府

都道府県等 ※この事業の地方負担に対しては、普通交付税措置が講じられている。

① 被害者相談支援運営・機能強化事業
（相談センターの運営費等）

② 医療費等公費負担事業
（被害者の医療費、証拠採取キット等の購入経費等）

③ ＡＶ出演被害防止・救済に関する法的支援事業

概 要

交付金

【令和６年度当初予算額 ４９３百万円】
（令和５年度予算額 ４８１百万円 補正予算額 １０８百万円）

性犯罪・性暴力被害者
のための

ワンストップ支援センター



   

 

府 共 第 ７ ８ 号 

令和６年３月 2 8日 

 
 

各都道府県知事 殿  
各指定都市市長 殿 

 各中核市市長  殿 
 

内 閣 総 理 大 臣   
（ 公 印 省 略 ） 

 
 

性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金 
（性犯罪・性暴力被害者支援事業）の交付について 

 
 
 標記の交付金については、別紙「性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金（性犯罪

・性暴力被害者支援事業）交付要綱」により行うこととされ、令和６年４月１日から

適用することとされたので通知する。 
 

  



   

 

別 紙  

性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金 

（性犯罪・性暴力被害者支援事業）交付要綱 

 

 

（通則） 

第１条 性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金のうち、性犯罪・性暴力被害

者支援事業に係る交付金（以下「交付金」という。）の交付については、補助

金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179号）及び

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30 年政令第

255 号。以下「適正化法施行令」という。）に定めるもののほか、この要綱に

定めるところによる。 

 

（交付の目的） 

第２条 この交付金は、性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援セン

ター（以下「支援センター」という。）を核とする性犯罪・性暴力被害者支援

のために都道府県、指定都市及び中核市（以下「都道府県等」という。）が取

り組む事業に要する経費に充てるために交付することにより、被害者支援に

係る取組の充実を図るとともに、「すべての女性が輝く社会」の実現に資す

ることを目的とする。 

 

（交付の対象及び交付率） 

第３条 内閣総理大臣（以下「大臣」という。）は、都道府県等が行う次の各

号に掲げる事業（以下「交付対象事業」という。）を実施するために必要な経

費のうち、交付金交付の対象として大臣が認める経費（以下｢補助対象経費｣

という。）について、予算の範囲内で交付金を交付するものとする。 

 (1) 被害者相談支援運営・機能強化等事業 

   都道府県等が実施する次の事業 

ア 支援センターにおいて、相談・コーディネートの機能を担う相談セン

ター（以下「相談センター」という。）を運営（同行支援等を含む。）す

る事業又は当該事業を民間団体に対して委託する事業若しくは民間団体

が運営する相談センターに要する経費の一部について補助を行う事業 

イ 医療従事者及び相談センターの支援者（相談員及びコーディネーター

等を指し、その予定者を含む。以下「支援者」という。）を対象として実

施する研修事業（受傷対策事業を含む。） 

ウ 支援センターの広報啓発を実施する事業 

エ 関係機関との連携強化事業 

オ 被害者の法的支援事業 

カ 拠点となる病院（「性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援 

センター開設・運営の手引（平成 24 年３月、内閣府犯罪被害者等支援推

進室（現在、警察庁長官官房犯罪被害者等施策担当参事官室））」第１章

４（１）、（２）にある「拠点病院」・「提携病院」の形態に該当するも



   

 

のに限る。）の整備・質の向上のための事業 

キ 先進的な取組事業 

ク こども・若者・男性被害者への支援事業 

ケ 支援拠点施設の設備整備事業 

 (2) 医療費等公費負担事業 

管内の相談センターに相談した被害者であって、やむを得ない事情によ

り警察に相談をすることができなかったことによって「都道府県警察によ

る医療費及びカウンセリング費用の公費負担制度」が適用されない被害者

に対し、都道府県等が、当該医療費等（初診料（初診時の処置費用を含む。）、

診断書料、緊急避妊措置、検査費用、人工妊娠中絶費用及び証拠採取費用）

及びカウンセリング費用の全部又は一部について補助を行う事業 

(3) ＡＶ出演被害防止・救済に係る法的支援事業 

アダルトビデオ（以下「ＡＶ」という。）出演被害者の法的支援事業 

２ 補助対象経費の種目、対象経費、交付率及び基準額は別表のとおりとする。 

３ この交付金の交付額は、次により算出するものとする。   

(1) 別表の第１欄に定める種目ごとに、第２欄に定める対象経費の実支出額

から寄付金その他の収入額を控除した額に第３欄に定める交付率を乗じた

額と第４欄に定める基準額を比較して、少ない方の額を選定する。ただし、

選定された額に 1,000 円未満の端数が生じる場合には、これを切り捨てる

ものとする。 

(2) (1)により選定された額の合計額を交付額とする。 

 

（経費の配分変更） 

第４条 前条第１項第１号と第２号の事業間で経費の配分の変更（交付決定に

おけるそれぞれの配分額のいずれか低い額の 20％以内の変更を除く。）を行

う場合には、大臣の承認を受けなければならない。ただし、各事業で別表第

４欄に定める基準額を超える配分変更はできない。 

２ 前条第１項第１号又は第２号の事業の経費を同項第３号の事業の経費に配

分変更する場合には、大臣の承認を受けなければならない。ただし、同号の

事業で別表第４欄に定める基準額を超える配分変更はできない。 

３ 前条第１項第３号の事業の経費を同項第１号又は第２号の事業の経費に配

分変更することはできない。 

 

（申請手続） 

第５条 都道府県知事、指定都市市長及び中核市市長（以下「都道府県知事等」

という。）は、交付金の交付を受けようとするときは、様式第１号による交

付申請書及びこれに添付する事業計画書を内閣府男女共同参画局長（以下「主

管局長」という。）が別途定める日までに大臣に提出しなければならない。 

２ 前項の交付金の交付の申請をするに当たって、当該交付金に係る消費税及

び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方

消費税相当額のうち、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）の規定により仕入

れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭



   

 

和 25 年法律第 226 号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合

計額に補助率を乗じて得た金額をいう。（以下「消費税等仕入控除税額」とい

う。））を減額して交付申請しなければならない。ただし、申請時において消

費税等控除仕入税額が明らかでないものについては、この限りでない。 

 

（交付決定の通知） 

第６条 大臣は、前条第１項の規定による交付申請書の提出があったときは、

審査の上、交付金を交付すべきものと認めたときは、提出期限の日の翌日か

ら起算して原則として 60 日以内に交付決定を行い、様式第２号による交付決

定通知書により都道府県知事等に通知を行うものとする。 

 

（交付申請の取下げ） 

第７条 都道府県知事等は、交付決定の内容又はこれに付された条件に対して

不服があることにより、交付金交付の申請を取り下げようとするときは、交

付決定の通知を受けた日から 20 日以内に様式第３号による交付申請取下届

出書を大臣に提出しなければならない。 

 

（計画変更、事業の中止又は廃止の承認） 

第８条 都道府県知事等は、この交付金の交付決定（交付決定の変更を含む。）

後の事情の変更により、次の各号の一に該当するときは、あらかじめ様式第

４号による変更承認申請書を大臣に提出し、その承認を受けなければならな

い。 

 (1) 様式第２号による交付決定通知書の交付金の額の増額を申請しようとす

るとき。 

(2) 総事業費の 20％を超える増減があるとき。 

 (3) 第４条第１項又は第２項の規定による経費の配分変更をしようとすると

き。 

(4) 様式第１号による交付申請書及びこれに添付する事業計画書の内容を変 

更しようとするとき。ただし、次に掲げる場合を除く。 

  ア 交付対象事業の目的に変更をもたらすものではなく、かつ交付対象事

業を実施する都道府県等の自由な創意により、より効果的に同目的の達

成に資するものと考えられるとき。 

  イ 交付対象事業の目的及び効果に直接関わりがない事業計画の細部の変 

更であるとき。 

２ 大臣は、前項の規定による変更承認申請書の提出があったときは、これを

審査し、当該申請に係る変更の内容が適正であると認められるときは、提出

期限の日の翌日から起算して原則として 60 日以内に交付決定の変更を行い、

様式第５号による交付決定変更通知書により都道府県知事等に通知を行うも

のとする。 

３ 前項の交付決定の変更については、第４条の規定を準用する。 

４ 都道府県知事等は、この交付金の交付決定（交付決定の変更を含む。）後

の事情の変更により、交付対象事業を中止又は廃止しようとするときは、そ



   

 

の理由を記載した様式第６号による申請書を大臣に提出し、その承認を受け

なければならない。 

 

（契約等） 

第９条 都道府県知事等は、交付対象事業を遂行するため、売買、請負その他

の契約をする場合は、一般の競争に付さなければならない。ただし、交付対

象事業の運営上、一般の競争に付することが困難又は不適当である場合は、

指名競争に付し、又は随意契約によることができる。 

 

（事業遅延の報告） 

第 10 条 都道府県知事等は、交付対象事業が予定の期間内に完了することがで

きないと見込まれる場合又は交付対象事業の遂行が困難となった場合におい

ては、速やかに様式第７号による事故報告書を大臣に提出し、その指示を受

けなければならない。 

 

（状況報告） 

第 11 条 都道府県知事等は、交付対象事業の実施年度の第２四半期の末日現在

において、様式第８号による状況報告書を作成し、当該年度の 10 月 20 日ま

でに大臣に提出しなければならない。 

２ 大臣は、前項に定める時期のほか、事業の円滑な執行を図るため必要があ

ると認めるときは、都道府県知事等に対して、交付対象事業の状況報告を求

めることができる。 

 

（実績報告） 

第 12 条 都道府県知事等は、交付対象事業を完了したとき（第８条第４項の規

定に基づく事業の中止又は廃止の承認を受けたときを含む。）は、その日か

ら起算して 30 日以内又は翌年度の４月 10 日のいずれか早い日までに、様式

第９号による実績報告書を大臣に提出しなければならない。     

２ 第５条第２項ただし書により交付の申請をした都道府県知事等は、前項の

報告書を提出するに当たって、当該交付金に係る消費税等仕入控除税額が明

らかになった場合は、これを交付金額から減額して報告しなければならな

い。 

 

（交付金の額の確定） 

第 13 条 大臣は、前条第１項の規定による報告を受けた場合には、報告書等の

書類の審査及び必要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る交付対象事

業の実施結果が交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたと

きは、交付すべき交付金の額を確定し、様式第 10 号による交付金の額の確定

通知書により都道府県知事等に通知するものとする。 

２ 大臣は、都道府県知事等に交付すべき交付金の額を確定した場合において、

既にその額を超える交付金が交付されているときは、その超える部分の交付

金の返還を命ずるものとする。 



   

 

３ 前項の交付金の返還期限は、当該命令のなされた日から 20 日（当該地方公

共団体が当該交付金の返還のための予算措置について議会の承認を必要とす

る場合で、かつ、この期限により難い場合は 90 日）以内とし、期限内に納付

がない場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利

10.95 パーセントの割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

 

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う交付金の返還） 

第 14 条 都道府県知事等は、前条第１項の規定に基づく交付金の額の確定後

に、消費税及び地方消費税の申告により交付金に係る消費税等仕入控除税額

が確定した場合には、様式第 11 号による報告書により速やかに大臣に報告し

なければならない。 

２ 大臣は、前項の報告を受けた場合には、当該消費税等仕入控除税額の全部

又は一部の返還を命ずるものとする。 

３ 前項の返還については、前条第３項の規定を準用する。 

 

（交付金の支払） 

第 15 条 交付金は、第 13 条の規定により交付すべき交付金の額を確定した後

に支払うものとする。ただし、真に必要があると認められる経費については、

概算払をすることができる。 

 

（交付決定の取消し等） 

第 16 条 大臣は、第８条第４項の事業の中止又は廃止の申請があった場合及び

次の各号に掲げる場合には、第６条及び第８条第２項の交付決定の全部若し

くは一部を取り消し、又は変更することができる。 

(1) 都道府県知事等が、法令、本要綱又は法令若しくは本要綱に基づく大臣

の処分若しくは指示に違反した場合 

(2) 都道府県知事等が、交付金を交付対象事業以外の用途に使用した場合 

(3) 都道府県知事等が、交付対象事業に関して、不正、事務手続の遅延その

他不適当な行為をした場合 

(4) 交付の決定後生じた事情の変更等により、交付対象事業の全部又は一部

を継続する必要がなくなった場合 

２ 大臣は、前項の取消しをした場合は、様式第 12 号による交付決定取消通知

書により都道府県知事等に通知するとともに、既に当該取消しに係る部分に

対する交付金が交付されているときは、期限を付して当該交付金の全部又は

一部の返還を命ずるものとする。 

３ 大臣は、第１項第１号から第３号までの場合による取消しをした場合にお

いて、前項の返還を命ずるときは、その命令に係る交付金の受領の日から

納付の日までの期間に応じて、年利 10.95 パーセントの割合で計算した加

算金の納付を併せて命ずるものとする。 

４ 第２項に基づく交付金の返還及び前項の加算金の納付については、第 13

条第３項の規定を準用する。 

 



   

 

（財産の管理等） 

第 17 条 都道府県知事等は、交付対象事業により取得し、効用の増加した財産

（以下「取得財産等」という。）については、交付対象事業の完了後において

も、善良な管理者の注意をもって管理し、交付金交付の目的に従って、その

効率的運用を図らなければならない。 

２ 交付対象事業により取得し、効用の増加した価格が単価 50 万円以上の機

械、器具及びその他の財産については、適正化法施行令第 14 条第１項第２号

の規定により大臣が別に定める期間を経過するまで、大臣の承認を受けない

でこの交付金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保

に供し、又は廃棄してはならない。 

３ 大臣の承認を受けて取得財産等を処分することにより、収入があり、又は

あると見込まれるときは、その収入の全部又は一部を国に納付させることが

ある。 

 

（交付金の経理） 

第 18 条 都道府県知事等は、交付対象事業の経理について交付対象事業以外の

経理と明確に区分してその収入及び支出を様式第 13 号による補助金調書に

よって明らかにしておかなければならない。 

２ 都道府県知事等は、前項の収入及び支出について、その支出内容の証拠書

類又は証拠物を整備して前項の補助金調書とともに交付対象事業の完了の日

の属する年度の翌年度から起算して５年間整備保管しなければならない。た

だし、交付対象事業により取得し、効用の増加した価格が単価 50 万円以上の

財産がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、

又は適正化法施行令第 14 条第１項第２号の規定により大臣が別に定める期

間を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかなければならない。 

 

（間接補助に対して付すべき条件） 

第 19 条 都道府県知事等が、間接補助事業者に補助金を交付するときは、第４

条、第８条から第 14 条まで及び第 16 条から前条までの規定に準ずる条件の

ほか、次の条件を付さなければならない。 

 (1) 取得財産等を処分することにより収入があり、又はあると見込まれると

きは、間接補助事業者のその収入の全部又は一部を都道府県知事等に納付

させることがあること。 

 (2) 交付対象事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え当該収入及

び支出について証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を交付対象

事業完了後５年間保管しなければならないこと。 

２ 前項第１号の規定により都道府県知事等に収入があり、又はあると見込ま

れるときは、大臣はその収入の全部又は一部を国庫に納付させることがあ

る。 

 

（その他） 

第 20 条 この要綱に定めるもののほか、その他必要な事項は、主管局長が別に



   

 

定めるものとする。 

 

 

 附 則 

この要綱は、平成 29 年４月１日から施行する。 

 

  附 則 

この要綱は、平成 30 年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成 31 年４月１日から施行する。 

 

  附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

  附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

  附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

  附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

  



   

 

（別表） 

補助対象経費の種目及び交付率 

 

１  種目  ２  対象経費  ３交付率  ４  基準額  

 

被害者相

談支援運

営・機能

強化等事

業  

 

１ 相談センターの運営に要する経費

（同行支援に要する経費を含む。） 

  支援者の人件費（報酬、給料、各

種手当（期末・勤勉手当を含

む。）、社会保険料等事業主負担

分）、同旅費、相談センターの施設

借料、相談センターで使用する備品

費、同消耗品費、同光熱水費、同通

信運搬費等、これらを対象とする委

託費、同補助

金                    

 

２ 医療従事者及び支援者に対する研

修に要する経費 

 （受傷対策に要する経費を含む。） 

  講師・カウンセラーの謝金、同旅

費、参加者の旅費、借料（研修会

場、同付帯設備・備品）、研修資料

の印刷費、雑役務費等、これらを対

象とする委託費、同補助金 

 

３ 支援センターの広報啓発に要する

経費 

  講師の謝金、同旅費、会場借料、

印刷製本費、通信運搬費、雑役務費

等、これらを対象とする委託費、同

補助金 

 

４ 関係機関との連携強化に要する経

費 

  会議出席等の謝金、同旅費、会場

借料、印刷製本費（マニュアル作成

等）、通信運搬費、雑役務費等、こ

れらを対象とする委託費、同補助金 
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５ 被害者への法的支援に要する経費 

  弁護士等への報酬、同謝金、同旅

費、同通信運搬費等、これらを対象

とする委託費、同補助金 

 

６ 拠点となる病院の整備・質の向上

に要する経費 

  医療従事者の研修参加費、同旅

費、資機材費等、これらを対象とす

る委託費、同補助金 

 

７ 先進的な取組に要する経費 

  メール・SNS やアプリによる相談

対応、オンライン面談対応、セクシ

ュアルマイノリティへの相談対応、

外国人・障害者への対応に要する経

費、各対応の導入に向けた検討会議

・研修等の経費（会議出席者等の謝

金、同旅費）、これらを対象とする

委託費、同補助金 

 

８ こども・若者・男性被害者への支

援に要する経費 

  こども・若者・男性被害者への対

応に要する経費、各対応に向けた検

討会議・研修等の経費（会議出席者

等の謝金、同旅費）、支援に資する

関係機関との連携促進に係る経費

（講師・カウンセラーの謝金、同旅

費、参加者の旅費、借料（研修会

場、同付帯設備・備品）、研修資料

の印刷費、雑役務費等支援に必要な

備品費）、支援に関する広報啓発

費、同謝金、同旅費、これらを対象

とする委託費、同補助金 

 

９ 支援拠点施設の設備整備に要する

経費 

  支援拠点施設の工事費、支援拠点

施設で使用する備品費、同消耗品費

等、これらを対象とする委託費、同

補助金 



   

 

 

 

医療費等公

費負担事業 

 

 

 

相談センターに相談をした被害者で

あって、やむを得ない事情により警察

に相談をすることができなかった被害

者に係る医療費等（初診料（初診時の

処置費用を含む。）、診断書料、緊急

避妊措置、検査費用（妊娠検査、性感

染症検査、薬物検査等）、人工妊娠中

絶費用及び証拠採取費用）及びカウン

セリング費用のうち都道府県等が負担

した経費 
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ＡＶ出演被

害防止・救

済に係る法

的支援事業 

 

 

ＡＶ出演被害者支援のための弁護士

等への報酬、同謝金、同旅費、同通信

運搬費等、これらを対象とする委託

費、同補助金 
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別紙 

性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金 

（性犯罪・性暴力被害者支援事業）基準額 

 

種目  
事業に要する経費  

（１地方公共団体あたりの年額）  
交付率  基準額  

被害者相

談支援運

営・機能

強化等事

業  

 

１ 基本事業 

（１）相談センターの運営に要する経費 

 （年間運営時間に応じる） 

①1,944 時間未満 

6,000,000 円 

 

②1,944 時間以上 2,500 時間未満 

7,500,000 円 

 

③2,500 時間以上 4,500 時間未満 

17,000,000 円 

 

 ④4,500 時間以上 8,500 時間未満 

22,000,000 円 

 

 ⑤8,500 時間以上 

所要額 

 

（２）相談員の処遇改善に要する経費 

所要額 

 

（３）コーディネーター等の設置に要する経費 

6,000,000 円 

 

（４）国設置のコールセンターとの連携に要する

経費 

4,000,000 円 

 

（５）医療従事者及び支援者に対する研修に要す

る経費 

所要額 

 

（６）支援センターの広報啓発に要する経費 

5,000,000 円 
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 3,000,000 円 

 

 

3,750,000 円 

 

 

8,500,000 円 

 

 

11,000,000 円 

 

 

所要額 

 

 

所要額 

 

 

3,000,000 円 

 

 

 

2,000,000 円 

 

 

 

所要額 

 

 

2,500,000 円 



   

 

 

（７）関係機関との連携強化に要する経費 

5,000,000 円 

 

（８）法的支援の実施 

1,500,000 円 

 

（９）先進的な取組に要する経費 

所要額 

 

（10）こども・若者・男性被害者への支援に要す

る経費 

所要額 

 

（11）支援拠点施設の増設に要する経費 

5,000,000 円 

 

２ 加算事業 

（１）拠点となる病院を有する支援センター 

10,000,000 円 

（２）支援拠点施設を有する支援センター 

4,000,000 円 

 

 

 

 

2,500,000 円 

 

 

750,000 円 

 

 

所要額 

 

 

 

所要額 

 

 

2,500,000 円 

 

 

 

5,000,000 円 

 

2,000,000 円 

 

 

医療費等

公費負担

事業 

 

 

医療費等公費負担事業の実施 
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所要額 

 

 

ＡＶ出演

被害防止

・救済に

係る法的

支援事業 

 

 

ＡＶ出演被害防止・救済に関する法的支援に要す

る経費 

                1,500,000 円 
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1,500,000 円 

 



様式第１号

　内閣総理大臣　殿

 

１　国庫交付金交付申請額 金 円

２　経費の配分

(1)被害者相談支援運営・
   機能強化等事業

0 円 0 円 0 円

(2)医療費等公費負担事業 0 円 0 円 0 円

(3)ＡＶ出演被害防止・救済
   に係る法的支援事業

0 円 0 円 0 円

合計 0 円 0 円 0 円

３　性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金（性犯罪・性暴力被害者支援事業）

　　事業計画書（別紙１）

４　添付書類

（１）当該年度の歳入歳出予算書（見込書）抄本（当該交付金事業の支出予定額を備考欄に明記する
　　こと。）

（２）その他参考となる資料（民間団体、被害者支援センター等との運営業務委託に係る契約書等）

0

種目
事業に要する

経費（Ａ＋Ｂ） 交付金（Ａ） その他負担（Ｂ）

負担区分

番 号

年 月 日

都道府県知事　指定都市市長　中核市市長

記

性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金（性犯罪・性暴力被害者支援事業）交付申請書

　標記について、下記のとおり交付金を交付されるよう関係書類を添えて申請する。



様式第２号 

番   号 

  年  月  日  

 

都道府県知事 殿 

  指定都市市長 殿 

  中核市市長  殿 

 

内閣総理大臣    

 

性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金 

（性犯罪・性暴力被害者支援事業）交付決定通知書 

 

 

令和  年  月  日付け  第   号で申請のあった性暴力・配偶者暴力被害者等

支援交付金（性犯罪・性暴力被害者支援事業）については、補助金等に係る予算の執行の適

正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「法」という。）第６条第１項の規定

により、下記のとおり交付することとしたので、同法第８条の規定により通知する。 

 

記 

 

 １ この交付金の交付の対象となる事業（以下「事業」という。）は、性暴力・配偶者暴

力被害者等支援交付金（性犯罪・性暴力被害者支援事業）交付要綱（以下「交付要綱」

という。）第３条に規定する事業であり、その内容は令和  年  月  日付け  

第   号申請書記載のとおりである。 

 

２ 事業に要する経費及びこの交付金の額は次のとおりである。 

  ただし、事業の内容が変更された場合において、事業に要する経費又は交付金の額が

変更されるときは、別に通知するところによるものとする。 

 

  事業に要する経費  金          円 

  交 付 決 定 額  金          円 

 （１）被害者相談支援運営・機能強化等事業    金          円 

  （２）医療費等公費負担事業           金          円 

（３）ＡＶ出演被害防止・救済に係る法的支援事業 金          円 

 

３ この交付金の額の決定は交付要綱に定める交付額の算定方法により行われたものであ

る。 

 

４ この交付金は、交付要綱第４条に規定する事項を条件として交付するものである。 

 

５ 事業に係る実績報告は、交付要綱第１２条に定めるところにより行わなければならな

い。 

 

６ この交付金の交付の決定の内容又は条件に不服がある場合における法第９条第１項の

規定による申請の取下げをすることができる期限は、令和  年  月  日とする。  



様式第３号 

番   号 

年 月 日 

 

 内閣総理大臣 殿 

 

 

都道府県知事  

指定都市市長 

中核市市長 

 

 

性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金 

（性犯罪・性暴力被害者支援事業）交付申請取下届出書 

 

 

 令和  年  月  日付け  第   号で交付決定を受けた標記交付金については、

同交付の決定内容又は交付の決定に付された条件のうち、下記の事項について不服があるの

で、性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金（性犯罪・性暴力被害者支援事業）交付要綱第

７条の規定により、同交付金        円の交付申請（令和  年  月  日付け  

第   号）を取り下げる。 

 

記 

 

１ 不服のある交付決定の内容又は交付の決定に付された条件 

 

２ 理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４号 

番   号 

年 月 日 

 

 内閣総理大臣 殿 

 

 

都道府県知事  

指定都市市長 

中核市市長 

 

 

性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金 

（性犯罪・性暴力被害者支援事業）変更承認申請書 

 

 

 令和  年  月  日付け第   号で交付決定を受けた標記交付金については、下記

のとおり変更交付されるよう関係書類を添えて申請する。 

 

記 

１ 変更を必要とする理由 

 

２ 経費の区分 

種目 
事業に要する 

経費（Ａ＋Ｂ） 

負 担 区 分 

交付金 

（Ａ） 

その他負担 

（Ｂ） 

(1)被害者相談支援運営

・機能強化等事業 

円 

 

円 

 

円 

 

(2)医療費等公費負担 

事業    

(3)ＡＶ出演被害防止・

救済に係る法的支援

事業    

合計 
   

 

（注）変更に要する諸様式については、申請手続の様式に準ずる。 

  



様式第５号 

番   号 

  年  月  日  

 

都道府県知事 殿 

指定都市市長 殿 

  中核市市長  殿 

 

内閣総理大臣    

 

 

性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金 

（性犯罪・性暴力被害者支援事業）交付決定変更通知書 

 

 

 

令和  年  月  日付け  第   号で変更承認申請のあった性暴力・配偶者暴力

被害者等支援交付金（性犯罪・性暴力被害者支援事業）については、補助金等に係る予算の

執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「法」という。）第 10条第

１項の規定により、下記のとおり変更することとしたので、同条第４項において準用する同

法第８条の規定により通知する。 

 

記 

 

 １ この交付金の交付の対象となる事業（以下「事業」という。）は、性暴力・配偶者暴

力被害者等支援交付金（性犯罪・性暴力被害者支援事業）交付要綱（以下「交付要綱」

という。）第３条に規定する事業であり、その内容は令和  年  月  日付け  

第   号変更承認申請書記載のとおりである。 

 

２ 事業に要する経費及びこの交付金の額は次のとおりである。 

  ただし、事業の内容が変更された場合において、事業に要する経費又は交付金の額が

変更されるときは、別に通知するところによるものとする。 

 

  事業に要する経費  金          円 

  変更後交付決定額  金          円 

  既 交 付 決 定 額  金          円 

  変 更 増 減 額  金          円 

 

３ この交付金の額の決定は交付要綱に定める交付額の算定方法により行われたものであ

る。 

 

４ この交付金は、交付要綱第４条に規定する事項を条件として交付するものである。 

 

５ 事業に係る実績報告は、交付要綱第１２条に定めるところにより行わなければならな

い。 

 

６ この交付金の交付の決定の内容又は条件に不服がある場合における法第９条第１項の

規定による申請の取下げをすることができる期限は、令和  年  月  日とする。 



様式第６号 

番   号 

年 月 日 

 

 内閣総理大臣 殿 

 

 

都道府県知事  

指定都市市長 

中核市市長 

 

 

性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金 

（性犯罪・性暴力被害者支援事業）事業中止（廃止）承認申請書 

 

 

 令和  年  月  日付け  第   号で交付決定を受けた標記交付金事業を中止

（廃止）したいので、性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金（性犯罪・性暴力被害者支援

事業）交付要綱第８条第４項の規定により、下記のとおり申請する。 

 

記 

 

 １ 中止（廃止）する事業内容 

 

 ２ 事業を中止（廃止）する理由 

 

 ３ 交付決定額 

   金          円 

 

 ４ 事業の再開の見通し（事業を中止する場合のみ） 

 （１）中止期間   令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

 （２）完了予定日  令和  年  月  日 

 

 ５ 添付書類 

 （１）交付決定通知書の写し 

 （２）廃止に係る事業の種目ごとに、既実施部分と未実施部分の事業内容及び支出内訳が

分かる資料 

 

 

 

 

 

 

 

  



様式第７号 

番   号 

年 月 日 

 

 内閣総理大臣 殿 

 

 

都道府県知事  

指定都市市長 

中核市市長 

 

 

性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金 

（性犯罪・性暴力被害者支援事業）事業事故報告書 

 

 

 令和  年  月  日付け  第   号で交付決定を受けた標記交付金事業につい

て、下記の事故が発生したので、性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金（性犯罪・性暴力

被害者支援事業）交付要綱第１０条の規定により、下記のとおり報告する。 

 

記 

 

 １ 事故の内容及びその原因 

 

 ２ 交付金事業の現在の進捗状況 

 

 ３ 現在までに要した経費 

 

 ４ 事故に対してとった措置 

 

 ５ 交付金事業の遂行及び完了の予定 

 

 ６ 添付書類 

事故に係る事業の種目ごとに上記の各項目が分かる資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第８号

　内閣総理大臣　殿

１　事業の実施状況（令和　　年　　月　　日現在）

（１）相談件数

4月 5月 6月 7月 8月 9月 計

電話 0

面接 0

メール 0

SNS 0

その他（　　　） 0

計 0 0 0 0 0 0 0

（２）法的支援実施件数

4月 5月 6月 7月 8月 9月 計

弁護士相談
（ＡＶ出演被害防止・救済関係以
外）

0

弁護士相談
（ＡＶ出演被害防止・救済関係）

0

その他（　　　　） 0

計 0 0 0 0 0 0 0

（３）医療費等公費負担件数

4月 5月 6月 7月 8月 9月 計

医療費 0

カウンセリング費用 0

計 0 0 0 0 0 0 0

２　事業に要する経費の収支状況（令和　　年　　月　　日現在）

種目

(1)被害者相談支援運営
   ・機能強化等事業

円 円 #DIV/0! ％

(2)医療費等公費負担事業 円 円 #DIV/0! ％

(3)ＡＶ出演被害防止に
   係る法的支援事業

円 円 #DIV/0! ％

合計 0 円 0 円 #DIV/0! ％

事業に要する経費
（交付申請時）（Ａ）

事業に要した経費
（報告時点）（Ｂ）

実施率
（Ｂ／Ａ）

性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金（性犯罪・性暴力被害者支援事業）事業状況報告書

番 号

年 月 日

都道府県知事　指定都市市長　中核市市長

　令和　　年　　月　　日付け　第　　　号で交付決定を受けた標記交付金事業の実施状況について、性暴力・配偶
者暴力被害者等支援交付金（性犯罪・性暴力被害者支援事業）交付要綱第１１条の規定により報告する。

記



様式第９号

　内閣総理大臣　殿

１　事業実施内容

２　経費の配分

(1)被害者相談支援運営・
   機能強化等事業

0 円 0 円 0 円

(2)医療費等公費負担事業 0 円 0 円 0 円

(3)ＡＶ出演被害防止・救済
   に係る法的支援事業

0 円 0 円 0 円

合計 0 円 0 円 0 円

３　添付書類

（１）当該年度の歳入歳出予算書（見込書）抄本

　　　（当該交付金事業の支出額を備考欄に明記すること。）

（２）その他参考となる資料

　性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金（性犯罪・性暴力被害者支援事業）実績報告書（別紙２）
のとおり

　　　　事業を委託して実施した場合は委託契約書の写し、当該事業の実施により策定した計画の写
　　　し、取組を実施したことを説明し得る関係書類（パンフレット、チラシ等）を添付すること。
　　　また、このほか、交付申請書等の添付資料に変更があった場合は、当該資料を添付すること。

種目
事業に要する
経費（Ａ＋Ｂ）

負担区分

交付金（Ａ） その他負担（Ｂ）

記

番 号

年 月 日

都道府県知事　指定都市市長　中核市市長

性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金（性犯罪・性暴力被害者支援事業）実績報告書

　令和　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定を受けた標記交付金に係る事業実績につい
て、下記のとおり報告する。



様式第 10 号 

番   号 

  年  月  日 

 

都道府県知事 殿 

指定都市市長 殿 

 中核市市長  殿 

 

 

 

内閣総理大臣    

 

 

性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金 

（性犯罪・性暴力被害者支援事業）交付額確定通知書 

 

 

令和  年  月  日付け府共第   号で交付を決定した標記交付金事業について

は、令和  年  月  日付け  第   号事業実績報告に基づき交付額を次のとおり

確定したので通知する。 

 

交付額 金         円 

 

 

                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第 11 号 

番   号 

年 月 日 

 

 内閣総理大臣 殿 

 

都道府県知事  

指定都市市長 

中核市市長 

 

 

性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金（性犯罪・性暴力被害者支援事業）に係る 

消費税等仕入控除税額報告書 

 

 

 令和  年  月  日付け  第   号で交付決定を受けた標記交付金について、性

暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金（性犯罪・性暴力被害者支援事業）交付要綱第１４条

第１項の規定に基づき、下記のとおり報告する。 

 

記 

 

１ 性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金（性犯罪・性暴力被害者支援事業）交付要綱第

１３条第１項の規定による交付金の額の確定額 

  （令和  年  月  日付け  第   号による額の確定通知額） 

金        円 

 

２ 交付金の確定時に減額した消費税等仕入控除税額      金        円 

 

３ 消費税の申告により確定した消費税等仕入控除税額     金        円 

 

４ 交付金返還相当額（３の金額から２の金額を減じて得た額） 金        円 

 

５ 添付書類 

事業実施主体ごとの内訳資料その他参考となる資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第 12 号 

番   号 

  年  月  日 

 

 都道府県知事 殿 

指定都市市長 殿 

 中核市市長  殿 

 

内閣総理大臣   

 

 

性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金 

（性犯罪・性暴力被害者支援事業）交付決定取消通知書 

 

 

令和  年  月  日付け府共第  号で交付を決定した標記交付金事業については、

下記のとおり決定されたので、性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金（性犯罪・性暴力被

害者支援事業）交付要綱第１６条第２項の規定により通知する。 

 

記 

  

 １ 交付金額 金         円を取り消す。 

 

２ 事業に要する経費及びこの交付金の額は次のとおりとする。 

 

  事業に要する経費  金          円 

  交 付 決 定 額  金          円 

 

 ３ 経費の配分 

種目 
事業に要する 

経費（Ａ＋Ｂ） 

負 担 区 分 

交付金 

（Ａ） 

その他負担 

（Ｂ） 

(1)被害者相談支援運営

・機能強化等事業 

円 

 

円 

 

円 

 

(2)医療費等公費負担 

事業    

(3)ＡＶ出演被害防止・

救済に係る法的支援

事業    

合計 
   

 

 ４ 取消の理由 



様式第 13号 

 

 令和  年度 内閣府所管 

補 助 金 調 書 

 （都道府県、指定都市、中核市） 

国 
地  方  公  共  団  体 

備考 
歳  入 歳  出 

歳出予算科目 交付決定額 交付率 科目 予算現額 収入済額 科目 予算現額 
うち交付

金相当額 
支出済額 

うち交付

金相当額 

 

 円   円 円  円 円 円 円 

（注） 
 １ 「科目」欄には、歳入にあっては款、項、目及び節を、歳出にあっては款、項及び目をそれぞれ記載すること。 
 ２ 「予算現額」欄には、歳入にあっては当初予算額、補正予算額等の区分を、歳出にあっては当初予算額、補正予算額、予備費支出額、流用増減額等の区

分を明らかにして記載すること。 
 ３ 「備考」欄には、参考となるべき事項を適宜記載すること。 



別紙１ 地方公共団体名： ○○県

１．支援センターの体制

（注） １　③設置形態は、「病院拠点型」、「相談センター拠点型」、「相談センターを中心とした連携型」のいずれかを選択すること。
２　④都道府県等の関与は、「直営」、「委託」又は「補助」のいずれかを選択すること。
３　⑤運営主体は、④で「直営」を選択した場合は記入不要であり、④で「委託」又は「補助」を選択した場合は、運営主体の名称を記入すること。

２．事業計画

年間の
総時間数

平日
土日
祝日

（注） １　①～④は、それぞれ該当する数を記入すること。なお②は、常勤・非常勤の各相談員の人数を、③④は常勤・非常勤を含めた数を記入すること。
２　⑤～⑦はR5年度の見込数を記入すること。
３　⑧は、事業内容（チラシ○○部作成　等）を記入すること。
４　⑨～⑭は、当該事業を実施する場合は、「有」を記入すること。

３．基準額の算出（(1)被害者相談支援運営・機能強化等事業）

0

（注） １　算出基準に該当する場合は、該当欄に「○」を選択すること。
　　但し、算出基準の事業に該当はするが、経費が「０」計上の場合は、該当欄を空欄のままにすること。

４．交付金の額の算出

(注) １　①対象経費の支出予定額には、各事業の実施に要する経費のうち、都道府県が支出する経費の額を記入すること。
２　①対象経費の支出予定額について、別途、単価、人数、件数、日数、時間、期間等が分かる積算資料を添付すること。
３　④交付金所要額には、③の額に交付率を乗じた額を記入すること。ただし、1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。
４　⑤基準額には、「３．基準額の算出」において算出した額を記入すること。
５　⑥交付金算定基礎額には、④及び⑤を比較して少ない額を記入すること。

加算事業

0

基準額
拠点となる病院を
有するセンター

支援拠点施設を
有するセンター

2,500,000 所要額

国設置の
コールセン
ターとの連

携

3,000,000

0 0

5,000,000

支援セン
ターの広報
啓発に要す

る経費

関係機関と
の連携強化

法的支援

2,500,000 所要額

先進的な
取組

こども・若
者・男性被
害者への取

組支援

0

コーディネー
ター等の設

置

0

②寄付金等その他
の収入予定額

（３）ＡＶ出演被害防止・救済に係る法的支援事業
　　　（交付要綱第３条第１項第３号関係）

0

備考

0000000

⑥交付金算定
基礎額

0

00

2,000,000

0

0

基本事業

0 0

（１）被害者相談支援運営・機能強化等事業　（交付要綱第３条第１項第１号関係）

（２）医療費等公費負担事業　（交付要綱第３条第１項第２号関係）

合計
（１）＋（２）

①対象経費の
支出予定額

0

0

0

00000

⑥備考

⑩法的支援
⑪拠点となる
病院の整備・

質の向上

⑫先進的な
取組

③設置形態

選択してください

（１）相談センターの体制

④都道府県等
の関与

選択してください

⑤運営主体

非常勤

⑬こども・若
者・男性被害
者への取組支

援

⑭医療費等
公費負担

⑮AV出演被害
防止・救済に係

る法的支援

受付時間 常勤

①運営時間

（２）事業内容

所要額

⑤相談件数
⑥研修実施

回数
⑦受傷対策
実施回数

相談センター運営費（年間運営時間に応じる）

1,944時間未満
1,944時間以上
2,500時間未満

3,750,000

該当

3,000,000

2,500時間以上
4,500時間未満

8,500,000

相談員の処
遇改善に要
する経費

所要額

支援拠点施
設の増設に
要する経費

医療従事者
及び支援者
に対する研

修

所要額

0

④交付金所要額
（③×交付率）

0

0

0

0

0 0

⑤基準額

0

0

0

750,000

0

0

2,500,000

令和６年度　性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金（性犯罪・性暴力被害者支援事業）事業計画書

（１）被害者相談支援運営・機能強化等事業

2,000,000

③コーディネーターの人数 ④事務職員の人数

①支援センターの名称 ②設置年月日

4,500時間以上
8,500時間未満

11,000,000

⑨関係機関と
の連携強化

種目

8,500時間
以上

②支援者の人数

算出基準

⑧広報啓発

0 0

（単位：円）

0 0

③差引額
（①－②）

0

0

所要額
（円単位）

0 0 0基準額 0 0

0

種目

0



○○県

項目 予算額（円）

(1)被害者相談支援運営・機能強化等事業

賃金 3,600,000 【記載例】　相談員 2 人 × 1,500 円 × 5 時間 × 20 日 × 12 月 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

計 0

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

計 0

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

計 0

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

計 0

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

計 0

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

計 0

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

計 0

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

計 0

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

計 0

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

計 0

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

計 0

0

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0 0 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1 × 1

0

0

※　交付対象経費のみを記載してください。

※　項目数に応じて、適宜、行を追加してください。

令和６年度　性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金（性犯罪・性暴力被害者支援事業）交付金積算資料

積　　算　　内　　訳種目

小計

(2)医療費等公費負担事業

コ　こども・若者・男性被害者
への支援に要する経費

合    計

キ　関係機関との連携強化に
要する経費

ア　相談センターの運営に要
する経費

オ　医療従事者及び支援者
に対する研修に要する経費

カ　支援センターの広報啓発
に要する経費

ク　被害者への法的支援に要
する経費

ケ　先進的な取組に要する経
費

イ　相談員の処遇改善に要す
る経費

ウ　コーディネーター等の設
置に要する経費

エ　国設置のコールセンター
との連携に要する経費

サ　支援拠点施設の増設に
要する経費

小計

(3)ＡＶ出演被害防止・救済に係る
法的支援事業

小計



別紙２ 地方公共団体名： ○○県

１．支援センターの体制

（注） １　③設置形態は、「病院拠点型」、「相談センター拠点型」、「相談センターを中心とした連携型」のいずれかを選択すること。
２　④都道府県等の関与は、「直営」、「委託」又は「補助」のいずれかを選択すること。
３　⑤運営主体は、④で「直営」を選択した場合は記入不要であり、④で「委託」又は「補助」を選択した場合は、運営主体の名称を記入すること。

２．事業計画

年間の
総時間数

平日
土日
祝日

（注） １　①～④は、それぞれ該当する数を記入すること。なお②は、常勤・非常勤の各相談員の人数を、③④は常勤・非常勤を含めた数を記入すること。
２　⑤～⑦はR4年度の実績数を記入すること。
３　⑧は、事業内容（チラシ○○部作成　等）を記入すること。
４　⑨～⑮は、当該事業を実施する場合は、「有」を記入すること。

３．基準額の算出（(1)被害者相談支援運営・機能強化等事業）

（注） １　算出基準に該当する場合は、該当欄に「○」を選択すること。

　　但し、算出基準の事業に該当はするが、経費が「０」計上の場合は、該当欄を空欄のままにすること。

４．交付金の額の算出

備考

(注) １　①対象経費の実支出額には、各事業の実施に要する経費のうち、都道府県等が支出した経費の額を記入すること。
２　④交付金所要額には、③の額に交付率を乗じた額を記入すること。ただし、1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。
３　⑤基準額には、「３．基準額の算出」において算出した額を記入すること。
４　⑥交付金算定基礎額には、④及び⑤を比較して少ない金額を記入すること。
５　⑨交付金額には、⑥及び⑦を比較して少ない額を記入すること。

⑦交付金
交付決定額

（１）被害者相談支援運営・機能強化等事業　（交付要綱第３条第１項第１号関係） 0 0 0

②寄付金等その他
の収入額

③差引額
（①－②）

④交付金所要額
（③×交付率）

⑤基準額
⑥交付金

算定基礎額

（３）ＡＶ出演被害防止・救済に係る法的支援事業
　　　（交付要綱第３条第１項第３号関係）

0 0 0 0

0

0

基準額

0

（１）被害者相談支援運営・機能強化等事業

基本事業 加算事業

支援拠点施設を
有するセンター

2,000,000

0

5,000,000

該当

所要額 所要額 3,000,000 2,000,000 所要額 2,500,000 2,500,000 750,000 所要額 2,500,000

0

⑩精算額
（⑨－⑧）

0

0

00

⑨交付金額

0

0

0 0

0 0

（単位：円）

0 0

事業名
①対象経費の

実支出額

令和６年度　性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金（性犯罪・性暴力被害者支援事業）実績報告書

⑧交付金
受入済額

合計
（１）＋（２）

0 0 0 0 0

（２）医療費等公費負担事業　　（交付要綱第３条第１項第２号関係） 0 0 0

0

種目

相談センター運営費（年間運営時間に応じる）

算出基準
相談員の処
遇改善に要
する経費

コーディネー
ター等の設

置

国設置の
コールセン

ターとの連携

医療従事者
及び支援者
に対する研

修

支援セン
ターの広報
啓発に要す

る経費

関係機関と
の連携強化

法的支援
先進的な

取組

こども・若
者・男性被
害者への取

組支援

支援拠点施
設の増設に
要する経費

1,944時間以上
2,500時間未満

2,500時間以上
4,500時間未満

4,500時間以上
8,500時間未満

3,000,000 3,750,000 8,500,000 11,000,000 所要額

8,500時間
以上

（２）事業内容

0 0 0 0 0 0基準額 0 0 0 0 0 0 0 0

所要額
（円単位）

拠点となる病院
を有するセンター1,944時間未満

⑤相談件数
⑥研修実施

回数
⑦受傷対策
実施回数

⑧広報啓発
⑨関係機関と
の連携強化

⑩法的支援
⑪拠点となる
病院の整備・

質の向上

⑫先進的な
取組

⑬こども・若者・
男性被害者へ
の取組支援

⑭医療費等
公費負担

⑮AV出演被害
防止・救済に係

る法的支援

選択してください 選択してください

①支援センターの名称 ②設置年月日 ③設置形態
④都道府県等

の関与 ⑤運営主体 ⑥備考

（１）相談センターの体制

①運営時間 ②支援者の人数 ③コーディネーターの人数 ④事務職員の人数

受付時間 常勤 非常勤



別紙2-① 地方公共団体名： ○○県

１　相談件数

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計

電話 0

面接 0

メール 0

SNS 0

その他（　　　） 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２　法的支援実施件数

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計

弁護士相談
（ＡＶ出演被害防止・救済関係以外）

0

弁護士相談
（ＡＶ出演被害防止・救済関係）

0

その他（　　　　） 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３　医療費等公費負担件数

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計

医療費 0

カウンセリング費用 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

令和６年度　性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金（性犯罪・性暴力被害者支援事業）事業実績
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